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あらまし : 本研究では, 全道規模で義務教育向けに行った e ラーニングの実証実験のデ

ータに基づき, 教育機関のレベルに合わせた e ラーニング活用方策の提案を試みる.  
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1.  背景  

 近年,小中学校などの義務教育での教育の情

報化が推進されている. ICT 環境の整備に伴

い, 学力向上のための ICT を活用した学習ア

プリやシステムへの期待も高まっている. パ

ソコンなどで学習を行うシステムなども開発

されているが, それらは, 個人用で義務教育の

現場などで広く普及しているものではない. 

デジタル教科書の整備率の全国平均は平成 28 

年度に 48.4% (1)  , 平成 31 年度に52.6%(2) で

あり, 教育の情報化があまりすすんでいない. 

これに対し, 本研究グループは, 平成 10 年か

ら全道をフィールドに義務教育期間での家庭

学習での ICT 活用の観点で, e ラーニング利

用に関する実証実験を行なってきた(3). 平成 3

0 年には, 北海道でも教育の情報化の指針が示

され, 学校・家庭の両輪での ICT 活用推進の

必要性や, 遠隔教育での e ラーニング活用の

必要性も示されている(4).   

 

2. 目的 

 本研究グループが去年まで全道を対象に行

なってきた英語検定対策 CBT の実証データに

基づき, e ラーニングの効果的な活用方策につ

いて学習支援の観点で検証する. その上で, ク

ラウドを用いて各教育機関のレベルに合わせ

て利活用できる e ラーニング活用方策の提案

を試みる.  

 

3. 昨年度の実証データ 

 昨年度, 北海道教育委員会と連携し, 小中

学生を対象に全道規模で行った. 勉強時間を

左側縦軸で棒グラフ, 1ヶ月の間に e ラーニ

ングに接続したアカウントの数を右側縦軸で

折れ線グラフ, 横軸は年月として実証実験の

データを図 3.1 に示す.  

 

 
図 3.1 月別勉強時間とアクセスアカウント数 

 

図 3.1 より, 2018 年の 5 月 から e ラー

ニングの利用申請のあった学校に対し, アカ

ウント配布を行った. 図 3.1 から, 長期休業

に入る前の 7 月と 11 月に勉強時間が伸びて

いることがわかる. しかし, その後, 勉強時

間は減少し, 3 月ではほとんど利用されてい

ないことがわかる. そこで, 千歳市内の研究

協力校の中学生 241 名に e ラーニングの講

習会とアンケート調査を実施した. その結果, 
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図 3.2 のように, 約 9 割りの生徒が肯定的

な意見であった. しかし, 追跡調査の結果, 

講習会終了後に一部の利用は見られたものの, 

継続的な利用は見られなかった.  

 

 
図3.2 研究協力校へのアンケート調査 

 

4. e ラーニング活用方策の提案 

 アンケート調査の結果から e ラーニングに

ついて継続して使いたいと肯定的な意見を得

られたものの, 追跡調査や全道規模で行った

実証実験のデータから継続的な利用は見られ

なかった. 原因としては, e ラーニングシス

テムがパソコン用であったためと考える. 小

学生・中学生のインターネット接続端末はパ

ソコンよりもスマートフォンが上回っている
(8). より多くの小学生や中学生に e ラーニン

グを利用してもらうため, スマートフォンや

タブレットなどのモバイル端末での e ラーニ

ング活用を提案する.  

 

4.1 モバイルラーニングの提案 

 モバイルラーニングシステムを開発するに

あたり, モバイル端末で扱う e ラーニングシ

ステムを作成する指針となるマイクロラーニ

ングの設計原則に基づきシステム設計するこ

とで, 学習に取り組みやすいシステムを構築

することが出来る. そこで, 昨年度からモバ

イル対応の CIST - Solomon としてモバイル

ソロモンを開発した. 運用テストとして, 千

歳市内の研究協力校の中学生に対して行い, 

その際にとったアンケートでは過半数(61.5%)

がモバイルソロモンの方がCIST - Solomonよ

りも使いやすいという回答を得た. 適応型学

習のモバイルラーニングの実用性を検証する

ため、モバイルソロモンを用いた検証が必要

である. 

5. まとめ 

 本研究は, 実証データに基づき, e ラーニン

グの効果的な活用方策について提案を行うこ

とを目的とした.小学生・中学生のインターネ

ット接続端末はパソコンよりもスマートフォ

ンが上回っていることから家庭での e ラーニ

ング学習を行なってもらうため, 実証実験で

利用したシステムをベースとしたモバイルラ

ーニングの提案を行なった.  
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